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法人税基本通達等の一部改正（投資簿価修正制度の見直し関連等） 
～令和 4 年度税制改正最新情報～ 

1. はじめに

令和 4 年 6 月 29 日、国税庁のウェブサイトに「法人税基本通達等の一部改正について（法令解釈通達）（令和 4 年 6

月 24 日）」が掲載された。 

その主な内容は次の３つに分けられる。 

(1) 令和 4 年度税制改正に対応する改正

(2) 連結納税関係の通達の廃止

(3) グループ通算制度に関する取扱通達の廃止と法人税基本通達等への移管

2. 主な改正項目一覧

(1) 令和 4年度税制改正に対応する改正

令和 4 年度税制改正に対応し、法人税基本通達及び租税特別措置法通達の改正・新設が行われた。主な項目は次の

とおりである。 

◼ グループ通算制度における投資簿価修正制度の見直し（３で解説）

➢ 資産調整勘定対応金額等の計算が困難な場合の取扱い（法基通 2-3-21 の 4 新設）

➢ 資産調整勘定対応金額等がある場合の加算措置の対象となる対象株式の取得（法基通 2-3-21 の 5 新設）

➢ 資産調整勘定対応金額等の計算における負債調整勘定の金額の取扱い（法基通 2-3-21 の 6 新設）

Executive Summary 

◼ 令和 4 年 6 月 29 日、国税庁のウェブサイトに法人税基本通達等の一部改正が公表された

◼ 令和 4 年度税制改正に伴う法人税基本通達等の改正・新設内容のほか、連結納税制度からグループ通算制度

への改組に伴い、連結納税基本通達等の廃止と、グループ通算制度に関する取扱通達の法人税基本通達等へ

の移管が行われた

◼ グループ通算制度における投資簿価修正制度について、資産調整勘定等対応金額を加算できる特例について

は、資産調整勘定対応金額との計算が困難な場合の取扱い（法基通 2－3－21 の 4）が新設された。対象株

式の取得の時期が古いなどの理由により、当該取得の時における資産調整勘定対応金額等の計算が困難である

と認められる場合において、当該計算が困難な資産調整勘定対応金額等を零とする処理について、その後の追

加取得について計算の基礎となる事項を記載した書類を保存していること等を要件に、課税上弊害がない限り、

認められることとされた

https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kihon/hojin/kaisei/2206xx/index.htm


 

➢ 資産調整勘定対応金額等の計算の基礎となる資産及び負債（法基通 2-3-21 の 7 新設） 

➢ 資産調整勘定対応金額等の計算の基礎となる対象株式の取得価額（法基通 2-3-21 の 8 新設） 

◼ 子会社株式簿価減額特例の見直し 

➢ 対象期間内に利益剰余金の額が増加した場合のその増加額を証する書類（法基通 2-3-22 の 6 新設） 

◼ 少額の減価償却資産の特例の見直し 

➢ 一時的に貸付けの用に供した減価償却資産（法基通 7-1-11 の 2 新設） 

➢ 主要な事業として行われる貸付けの例示（法基通 7-1-11 の 3 新設） 

◼ 証拠書類のない簿外経費についての損金不算入措置 

➢ 災害その他やむを得ない事情の範囲（法基通 9-5-8 新設） 

➢ 帳簿書類その他の物件の意義（法基通 9-5-9 新設） 

➢ 取引が行われたことが推測される場合（法基通 9-5-10 新設） 

➢ 相手方に対する調査その他の方法（法基通 9-5-11 新設） 

◼ グループ通算制度における外国税額控除制度に係る進行年度調整の見直し 

➢ 進行年度調整規定の適用に係る対象事業年度の意義等（法基通 16-3-51 新設） 

➢ 対象事業年度の税額控除不足額相当額等が進行年度調整に係る調査結果説明の内容と異なる場合（法

基通 16-3-52 新設） 

➢ 進行年度調整に係る調査結果説明における手続通達の準用（法基通 16-3-53 新設） 

◼ 給与等の支給額が増加した場合の法人税額の特別控除 

➢ 常時使用する従業員の範囲（措通 42 の 12 の５-1 新設） 

➢ 公益法人等の従業員の範囲（措通 42 の 12 の５-1 の 2 新設） 

そのほか、令和 4 年度税制改正により改正・新設された租税特別措置等についての通達が改正・新設されているため、詳細

は国税庁のウェブサイトをご確認いただきたい。 

(2) 連結納税関係の通達の廃止 

連結納税を採用する連結事業年度については、これまで「連結納税基本通達」及び「租税特別措置法関係通達（連結納

税編）」があったが、令和 4 年 4 月 1 日以後開始事業年度につきグループ通算制度に改組されたため廃止された。 

(3) グループ通算制度に関する取扱通達の廃止と法人税基本通達等への移管 

グループ通算制度についての取扱いについては、これまで「グループ通算制度に関する取扱通達の制定について」（法令解釈

通達）（令和 2 年 9 月）が示されていたが、これが法人税基本通達等の中に移管された。基本的な改正は行われていな

い。 

なお、国税庁ウェブサイトには、「グループ通算制度に関する取扱通達の基本通達等への移管に係る対応一

覧表(PDF)」も掲載されているため、必要に応じご確認いただきたい。 

 

3. グループ通算制度における投資簿価修正制度の見直しに関する法人税基本通達の新設 

以上の改正の中で、特に注目されるのは、グループ通算制度における投資簿価修正制度の見直しについて、資産調整勘定

対応金額等の計算が困難な場合の取扱い（法基通 2－3－21 の 4）が新設されたことである。 

令和 4 年 4 月 1 日以後開始事業年度について適用になるグループ通算制度において、離脱する通算子法人（以下「離

脱子法人」）の株式についての投資簿価修正制度も大幅見直しが行われることが決定していたが、令和 4 年度税制改正

により、一部見直しが行われた。子法人買収時の買収プレミアム相当額が損金算入機会を失うことに対し、一定の要件を満

たす場合には、その買収プレミアム相当額を資産調整勘定対応金額等として捉え、離脱子法人への投資簿価に加算する特

例（以下「当該特例」）が設けられた（法令 119 の 3⑥、⑦三・四）。詳細は以下のニュースレターを参照されたい。 

https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kihon/hojin/kaisei/2206xx/index.htm
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kihon/hojin/kaisei/2206xx/pdf/M.pdf
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kihon/hojin/kaisei/2206xx/pdf/M.pdf


 

グループ通算制度における投資簿価修正の改正詳細～令和 4 年度税制改正の詳細最新情報～（Japan Tax 

Newsletter：2022 年 6 月 1 日号） 

しかし、当該特例の適用に当たっては、複数の通算法人に分かれて取得した場合や、段階的に取得して 100％保有に至った

場合などには、その取得の全てにおいて資産調整勘定等対応金額等の計算をすることになり、一部の取得のみを対象にする

ことはできない。さらに、当該措置の適用は、資産調整勘定対応金額等の計算に関する明細書の添付と関連書類の保存

の両方がなされている場合に限られる。そのため、子法人買収時から相当期間が経過している場合や、段階的に取得をして

いる場合などには、その計算や関連書類の保存が困難であることが実務上の問題点として予想されていた。そこで、法人税

基本通達において、これらの計算が困難な場合等についての実務上の取扱いが公表されたものである。 

投資簿価修正制度の見直しに関連し、新設された通達の概要は次のとおりである。 

 

項目 主な内容等（重要項目のみ） 

資産調整勘定対応金額等の計算

が困難な場合の取扱い（法基通

2-3-21 の 4 新設） 

当該特例を適用する場合、離脱子法人の株式を保有する各通算法人（以

下「株式保有法人」）のいずれかの法人がその計算の基礎となる事項を記載し

た書類を保存していることが必要となるが、対象株式の取得の時期が古いなど

の理由により、当該取得の時における資産調整勘定対応金額等の計算が困

難であると認められる場合において、以下の双方に該当するときは、課税上弊

害がない限り、当該特例の適用を受けることができる。 

◼ 当該取得の時において計算される資産調整勘定対応金額等を零とする 

◼ その後に追加取得した対象株式について各追加取得の時における資産

調整勘定対応金額等を計算し、その計算の基礎となる事項を記載した

書類を保存している 

なお、当該計算が困難な取得について負債調整勘定対応金額が計算されると

見込まれる場合にこれを零とすることは、課税上弊害がある場合に該当する。 

資産調整勘定対応金額等がある場

合の加算措置の対象となる対象株

式の取得（法基通 2-3-21 の 5 新

設） 

株式保有法人が、通算終了事由が生じた時まで引き続き当該離脱法人の株

式を有していない場合であっても、通算完全支配関係発生日以前に取得をし

た対象株式は、資産調整勘定対応金額等の計算の対象となる。 

資産調整勘定対応金額等の計算

における負債調整勘定の金額の取

扱い（法基通 2-3-21 の 6 新設） 

資産調整勘定対応金額等の金額の計算上、時価純資産価額の計算の基礎

となる負債の額には、退職給与債務引受額及び短期重要債務見込額の金

額を含まない。 

資産調整勘定対応金額等の計算

の基礎となる資産及び負債（法基

通 2-3-21 の 7 新設） 

資産調整勘定対応金額等は、原則として、対象株式を取得した時に当該離

脱子法人が有する資産及び負債の価額を基礎として計算するが、例えば、当

該取得した時の直前の月次決算期間又は会計期間の終了の日に当該離脱

子法人が有する資産及び負債の同日における価額を基礎として計算している

場合には、課税上弊害がない限り、その計算が認められる。 

資産調整勘定対応金額等の計算

の基礎となる対象株式の取得価額

（法基通 2-3-21 の 8 新設） 

対象株式の取得価額は、付随費用を含めて計算することが留意的に明らかに

されている。この場合において、当該対象株式の取得の時期が古いなどの理由

により、付随費用の把握が困難なときには、その購入の代価を当該対象株式

の取得価額として資産調整勘定対応金額等を計算することができる。 

 

当該特例は、経済界からの要望に対応して新設されたものの、相当古い子法人株式の取得等についても関連資料の保存

義務が課される点などにおいて、実務上のハードルが高いと考えられてきた。今回の通達新設により、そのハードルは下がったも

のと思われる。ただし、「課税上弊害がない限り」認められることとされており、具体的にどのような判定が行われることになるか

は、今後の状況を見守る必要があると考えられる。 

 

（東京事務所 大野久子） 

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/tax/articles/bt/japan-tax-newsletter-1june-2022.html


 

過去のニュースレター 
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